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東洋大学特任教授 

 

はじめに 

社会資本の老朽化1は、根本（2011）よって問題提起がされ、国民の安全をも脅かす大きな問題とし

て認識されつつある。国においては、国土強靭化といった政策の方向性が打ち出されているとともに、

コンパクトシティや公共施設等総合管理計画といった具体的な施策が実施に移されているところとな

っている。 

社会資本の老朽化に関する最大の課題は財政制約にあるものと考えられる。右肩上がりの経済成長

期であれば、社会資本投資は、産業振興や新たな観光需要の拡大等を通じた経済の活性化→税収の増加

により、その投資回収は（過大な見込みであったとしても）可能であるとのストーリーを描くことがで

きた。そもそも財政状況が潤沢であれば老朽化する前に予防的に更新を進めることによって、利便性や

安全性が損なわれる等の問題は生じない。しかし、国、地方公共団体とともに厳しい財政状況にある中

で、社会資本の老朽化等に対して対応可能なのだろうか。 

本稿はそうした認識の下、現行の社会資本ストックを維持するのに、今後どのくらいの更新費用が

いつ頃発生するのか、それに対する我が国全体での財政面でのアフォーダビリティ（負担可能性）を確

認し、社会資本全体のマネジメントの方向性を検討する材料の一つとすることを意図している。 

 

１．社会資本の将来更新費用とその財源の把握の意義 

 社会資本は、競合性、排除原則が満たされない公共財的性格により、私的経済活動によっては適切な

整備がなされないものとされ、国・地方の財政投入が正当化されている。一方で、空港、道路、上下水

道等受益者負担を原則としているものや、公営住宅や福祉施設等応能負担を課しているもの等、利用者

負担による収入が財源として充当されている分野も存在する。また、国と地方公共団体の間においては、

国から地方へ補助金・交付金といった形で社会資本整備費用が支出されている一方で、国道等整備費の

一部を地方に負担を求めているものも存在する。更に、PFI や PPP による整備は、民間企業による資金

調達を財源としている。 

 個別分野ごとに多様な財源が投入されているが、基本的に大きな資金不足ポジションにある国・地方

公共団体等広義の政府全体を通じた財政のアフォーダビリティが今後の社会資本の老朽化に対してど

の程度なのか、定量的な試算をするのが本稿の目的である。 

 本稿の作業としては、①現状の社会資本ストックの量的水準を維持することを前提とした場合、将来

の更新費用がいつ・どのくらいの規模で発生するのか、②そうした更新費用の発生に対してどのくらい

の財政投入が可能なのかについて大枠を把握するものであるが、その意義としては分野毎の縦割りにお

                                            
1 社会資本に関する問題は老朽化だけでなく、人口減少、少子高齢化、郊外化等都市構造の変化に伴う、量・内容・質

の全般にわたる。 
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ける議論や国と地方の財政負担割合等の議論の前に、国、地方公共団体、特殊法人や公営企業等全体で、

どのくらいの更新費用の負担能力があるのかをマクロ的に把握し、その大枠を前提とすることによって

ミクロの個別論の整理がしやすくなるのではないかという点にある。例えば、既存の地方財政の枠組み

の中で将来更新費用が負担能力を超えている場合、最後は国に依存すればよいではないかというモラル

ハザードに陥る可能性があるが、そうした期待が本当に実現できるだけの財政アフォーダビリティが国

全体に存在しているのか否かを検証する必要がある。 

 

２．本稿における把握方法 

 将来の更新費用については、社会資本の老朽化の状態を資産毎に把握し、それぞれの物理的な残存使

用可能年数を算定するとともに、更新する場合の必要金額の算定を行うことにより、必要な更新費用の

規模とタイミングの算出が可能となる。しかし、そのような調査は長寿命化計画が策定されている橋梁

や下水道等の一部の社会資本については実施されているが、国全体の社会資本に関する把握は現状なさ

れていない。2014 年 4 月に総務省より通達による「公共施設等総合管理計画」の策定作業を通じて、

全ての地方公共団体において建築物、インフラ施設等の劣化状況を把握した上で、更新・大規模修繕の

必要タイミングと費用の算定等までの把握がなされれば、地方財政全般に関する集計が可能となるが、

現状ではそこまでの具体的な作業指針は出されていない。建築物、インフラ施設等のハード面の実態に

関する概括的な把握と評価については、先進的な取り組み2が実践されているが、そうした取組みはま

だ一般化しているとはいえない。 

 そこで、本稿では社会資本に関して国全体を網羅的に把握した統計を利用したマクロ的推計を行う。

社会資本についてのデータとして利用可能なものとしては、表１のように、フローに関しては総務省の

「行政投資実績」、フローとストック両面に関するものとしては、内閣府の「国民経済計算」、および「日

本の社会資本」があげられる。 

 「日本の社会資本 2012」では資本ストックの概念を表２のように、粗資本ストック、純資本ストッ

ク、生産的資本ストックの３つの種類に整理し、それぞれ推計を行っている。このうち、老朽化に伴う

将来の更新費用を検討するにあたっては、評価時点で新品として調達する価格で評価している粗資本ス

トック額が参考となる3。 

 ただし、我が国の社会資本は、1960 年代から 1990 年代にかけて投資額が大きく増加しながら多様な

分野で蓄積されてきたことから、更新が必要となる時期も、当初の整備時期や分野によって異なってく

るので、粗資本ストックからはそうした将来のそれぞれ異なる更新タイミングにおける更新量・必要更

新費用の把握ができない。 

  そこで、過去の各年、各分野のフローの投資実績額に対して、実質耐用年数を基にした更新サイクル

を設定して、更新費・更新タイミングを推計する方法を採用する。使用するフローの統計としては、「行

政投資実績」は、事業主体別、経費負担別に集計がされており、国や地方別といった財政制約との比較

分析に適用しやすいが、老朽化・更新の対象とならない用地費、補償費を含んでおり、それらの支出を

除く必要がある。また、「国民経済計算」のフロー編における公的固定資本形成（Ig）は、用地費が控

                                            
2 立川市公共施設保全計画（2012）等 

3 生産的資本ストックの概念は、現状把握が不十分と考えられる社会資本の整備後の便益評価等に有効なものと考えら

れる。 
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除されているが、分野別とはなっておらず、分野別に異なる耐用年数等実態の違いを明示的に反映でき

ない。 

表 1 社会資本に関する統計 

 

出典：平成 25 年版国民経済計算年報（2013、内閣府経済社会総合研究所）、日本の社会資本 2012（2012、内閣府政策統

括官（経済社会システム担当））より筆者作成 

 

表 2 資本ストックの種類 

 

出典：日本の社会資本 2012（内閣府政策統括官、2012） 

一方、「日本の社会資本 2012」では、用地費が除かれている点等において「国民経済計算」と整合が

とられているとともに、17 部門、21 分類にわたる部門別の推計が行われており、また部門別の特徴を
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踏まえ、建設活動 61 要素デフレーターと資本財 16 要素デフレーターを合成することにより 17 部門デ

フレーター（2005 暦年基準）を算定していること、および各部門における構成資産の状況及び耐用年

数に関する既往の調査結果を考慮した平均耐用年数を算定しており、将来更新費用の推計にとって都合

のよい数値が用意されている。分野別の実質耐用年数等の利用することによって、分野毎の実態の違い

を反映することが可能となるとともに、デフレーターによる実質値を利用することによって、2005 暦

年基準ではあるものの、価格変動を反映した更新投資額の推計が可能となる。 

 「日本の社会資本 2012」での推計値を利用して今回実施した具体的な推計方法は以下の通りである。 

(1) 17 部門 21分類の実質投資額（新設改良費、災害復旧費、1953(昭 28)年度〜2009（平 21）年度）を

使用した。 

(2) 災害復旧費の取り扱いについては、同書の資本ストック推計で採用されている考え方を参考に以下

の通りとした。 

(ⅰ)タイミングについては、「日本の社会資本 2012」における「災害によりすべての年代のストッ

クが被災し、その際、どの年代のストックも同じ被害をうけると仮定」する考え方を採用。ある年

度の災害復旧費を、当該年度までの各年代のストック形成額（＝投資額）に応じて配分・減算する。 

(ⅱ)金額については、「被災したストックを災害復旧費が超過した場合、超過分を機能アップ（新設）

とみなす」としているが、近時の東日本大震災等の壊滅的な被害等を想定し、当該資本ストックが

新たにその時点で再建されるものとして、当該年度での施設改良費に加算する。 

(3) 同書で設定されている各部門の実質耐用年数（表３）4を利用して、災害復旧費を調整した過去の新

設改良費相当額（実質）が、耐用年数経過後一括して更新されるものと想定し、2010（平 22）年度

以降、2059 年度までの 50 年間の部門毎の更新投資額を推計した。 

表 3 「日本の社会資本 2012」における部門別平均耐用年数 

 

出典：日本の社会資本 2012（内閣府政策統括官、2012） 

 こうして推計する将来の更新費用に対する財政投入の可能額については、本来は、人口動態や社会・

経済動向等多くの前提条件を検討・設定し、国・地方公共団体・公的企業を含む大規模な財政シミュレ

ーションモデルを構築する中で、社会資本への投資財源の将来状況を推計することが必要である。しか

                                            
4各部門の構成資産のうち代表的な資産の耐用年数を、各部門の使用年数の実態や入手可能なデータを考慮した方式によ

り加重平均している。 
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し、政策の優先順位をどう設定するか等一義的に決められない要素を含むことから、本稿では、単純に

既存の社会資本への投資実績額を財政制約ラインとして採用することとしたい。社会資本への投資実績

額としては、用地取得費が除かれている国民経済計算の公的固定資本形成のうち、本稿の推計に利用し

た「日本の社会資本 2012」の推計期間と整合をとり、同推計期間の最新値である 2009 年度時の値によ

り分析を行う。 

 なお、行政投資実績と公的固定資本形成の推移は以下のグラフの通りである。行政投資実績の方が公

的資本形成を上回っているが、用地取得費相当額と考えられる。近年、その差が殆ど無くなってきてお

り、用地取得を伴う公共投資が減少しているものと解釈できる。 

 また、公的固定資本形成は、2013 年度までの算定がなされているが、2012 年、2013 年と連続して増

加が見られ、2011 年年度が近年の社会資本投資の最低水準であったことがわかる。 

図 1 行政投資実績及び公的固定資本形成の推移 （単位：百万円） 

 

出典：平成 25 年版国民経済計算年報（2013、内閣府経済社会総合研究所）、平成 23 年度行政投資実績（2014、総務省自

治行政局地域振興室）より筆者作成 

 

３．推計結果 

 推計対象となる社会資本が現在どれだけ存在するかについて、「日本の社会資本 2012」で推計されて

いる 2009 年時点での粗資本ストック額でみると総額 785 兆円となっている。これは、現時点で全ての

社会資本ストックを一括して更新すると 785 兆円必要であることを示している。 

 粗資本ストック額の分野別の構成比は図２の通りである。道路が 32%を占め、突出して大きな割合を

占め、次に下水道 10%、その他治水 8%、水道 6%とインフラ関係が過半を占めていることがわかる。ま

た、文教施設（学校施設・学術施設）と農業が 9％と比較的大きな割合を占めている。 

 将来更新費用の部門別の推計結果は巻末の表４に示しているが、図３は実績額を含めた全体の推移を

示しているグラフである。 

 2009 年までが新設改良費の実績であるが、1953 年には、6,479 億円であった新設改良費（災害復旧
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費を調整加算後）は、1958 年に 1 兆円、1971 年には 10 兆円を超え、1980 年代前半に横ばいとなった

ものの再び増加、1987 年には 20 兆円を超え、1995 年から 1998 年の間が略 30 兆円でピーク水準に達し

ている。その後、減少となり、2005 年に 20 兆円を下回る状況が続き、2009 年では 17 兆円となってい

る。 

図 2 粗資本ストック額（2009 年）の構成比 

 

出典：日本の社会資本 2012（内閣府政策統括官、2012）より筆者作成 

  

図 3 新設改良費（〜2009 年）および更新費（2010 年〜、推計）の推移  

（単位：百万円） 

 

出典：筆者作成 
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 グラフ中の 2010 年以降が更新費の推計値となっている。この推計値には、新設にかかる費用を含ん

でいないため 2010 年では 5 兆円という水準となっているが、道路や文教施設等の建築物の耐用年数は

50 年程度としていることから、およそ 1960 年以降の社会資本ストック蓄積状況を反映して更新費の推

計値のグラフは増加・減少のカーブを描く。2017 年に 10 兆円を、2033 年に 20兆円を超え、2043 年に

28 兆円でピークとなり、その後 2048 年まで 25 兆円を超える状況が続いた後、減少となっている。 

 図３で示される更新費には新設にかかる費用は含まれていないが、それを見込むならば 2010 年以降

の社会資本への投資額はどうなるのか。ここでは、2009 年の新設改良費の実績値に更新費が含まれて

いるものと仮定し、これまでと同様の更新費を算定する方法により 2009 年の更新費を推計、2009 年の

新設改良費の実績値との差を、更新費を除いた新設にかかる費用とみなすこととする。また、2009 年

の新設にかかる費用が将来にわたり維持されるとすると巻末表５のようになり、全分野合計額について

は図４のグラフに示す通りとなる。 

 増減の傾向は、図３と同じとなるが、新設にかかる費用が上乗せされているため、投資額水準として

は、2010 年の 18 兆円から、2014 年には 20 兆円を、2027 年には 30兆円を超え、2043 年に 40 兆円でピ

ークとなり、その後減少している。 

図 4 新設改良費（〜2009 年）および更新費（2010 年〜、推計）＋2009 年度水準新設費の推移 （単

位：百万円） 

 
出典：筆者作成 

  財政制約ラインとしての 2009 年度公的総固定資本形成額である 22 兆８千億円と対比すると、更新

費のみの推計値は、図３のように 2036 年度から 2049 年度までの 14 年間は超過してしまうが、大部分

の期間は財政制約ラインを下回っている。財政制約ラインに対して、更新費の推計期間である 50 年間

合計で 238 兆 7 千億円、年平均では、4 兆 8 千億円下回る結果となっている。 

 一方、新設にかかる費用を加算した推計値については、2017 年度より財政制約ラインを上回り、そ

れ以後下回ることはない。2009 年度までの新設改良費実績のピークである 1995 年の水準をも上回る期

新設改良費（実績） 
更新費（推計）＋新設費

(2009 年度水準推定) 
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間が多くなっており、更新費＋新設費の推計期間である 50 年間合計で 400 兆 8 千億円、年平均で 8 兆

円財政制約ラインを上回る結果となっている。 

 

４． 考察、今後の課題  

 今回の試算では、今後 50 年間平均で新設にかかる支出を 4 兆 8 千億円に抑えるとともに、財政負担

の平準化を図ることができれば、今後の更新需要に対応可能ということになる。 

 一方、新設にかかる現行の投資水準を続ける場合には、現状の社会資本に対する財政支出水準を大幅

に上回る状況が発生し、老朽化に伴う更新投資ができない。人口年齢構成の大幅な変化に伴う社会ニー

ズの内容・質の変化へ対応や防災等への対応等社会資本の新設ニーズは今後とも大きいものと考えられ

るが、新設に振り向け可能な 4兆 8千億円という規模は、2009 年度の新設分として推計した 12 兆８千

億円の 37%に過ぎず、現行よりも新設投資の大幅な縮減が求められるということになる。 

 また、今回の試算は国・地方等全体の社会資本投資更新需要と財政制約との比較であるが、実際には、

国と地方、特殊法人、公営企業等事業主体毎に財源が特定または固定化されている等により、例えば地

方公共団体によっては、新設投資を全くとりやめたとしても、更新投資必要額を既存の投資財源では賄

えないといった状況が発生する可能性がある。 

 こうした分析から示唆される方向性としては、集約化・複合化等により新規投資を抑制すること、社

会資本ストックの整備主体である国・地方公共団体等公共側の縦割りの社会資本ストックの整備・管理

を脱し、今後の人口等社会状況の変化を見越した更新投資の優先順位づけと長寿命化等による既存社会

資本ストックの有効活用を徹底すること、民間ファイナンスを活用した財政負担の平準化やコンセッシ

ョン方式の導入等による施設保有の概念から脱した公共サービスの提供を図ること等、様々な視点から

の総合的・戦略的なマネジメントの導入により、既存社会資本ストックの撤退した有効活用による更新

投資の圧縮・平準化と新規投資の大幅な縮減を実現することと考えられる。 

 本稿の試算・分析の手法に関する課題として、以下の点があげられる。 

(1)「日本の社会資本 2012」で推計されている粗資本投資額等のデータの範囲外である 1953 年以前の

資本ストックに関する更新費用等は推計対象外としている。 

(2) 2011 年の東日本大震災以前までの期間を対象としている「日本の社会資本 2012」のデータをベー

スとしていることから、東日本大震災による被害額及び復興に関する投資額が反映されていない。 

(3) 財政制約ラインに関して、今後の人口減少等社会・経済動向の変化の可能性を反映していない。 

(4) 国、地方等事業主体毎の財政のアフォーダビリティをどう捉えるか。 

 (1)については、「日本の社会資本 2012」の粗資本ストック額（2005 年基準実質値）によると、1953

年時点の金額は、2009 年時点の 2%に過ぎないので、1953 年以前の資本ストックを無視したとしても大

きな影響は無いものと考えられる。ただし、50 年前と現在では社会ニーズや技術変化が大きく、当時

のものを現在の水準・仕様で更新しようとすると、費用が嵩む可能性がある5。 

 (2)については、16兆 9千億円（内閣府（防災担当）2011 推計）ともいわれる多大な被害額に関して、

今後の新設、更新需要に与える影響は少なくない。また、今後の災害等に備えた社会資本投資を財政制

約の中でどう考えるのか、リスクマネジメントを絡めた検討と合意形成が必要となってくる。 

                                            
5 例えば、1960 年代以前の木造であった公営住宅や学校を建て替える際には、鉄筋コンクリート造で利用者１人当た

りの面積を拡大し、バリアフリー対応等を施さなくてはいけないといったことが考えらえる。 
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 (3)については、マクロ経済モデル等との連動を図ること、(4)については、国・地方等が保有・管理

する社会資本の実態データの包括的な把握と段階的な詳細化を行いながら、それぞれの主体の中長期財

政シミュレーションを繰り返しながら具検討してくことことが考えられる。 
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表 4 新設改良費(〜2009 年度)、更新費(2010 年度〜)          （単位：百万円） 
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表 5 新設改良費(〜2009 年度)、更新費(2010 年度〜)＋2009 年度水準新設費（単位：百万円） 
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Abstract 

 

Future social capital stock of financial affordability on the update cost. 

Social capital across Japan's aging has become the big issue. By estimates and to maintain the 

present social capital stock renewal costs compare to the present social capital investments 

throughout Japan for aging social capital confirms financial affordability. Is leveling the 

financial burden regarding establishment of investment with 480 billion yen, according to the 

trial results. 

 


